	会社
…………………………………


番号: …… /QĐ-……
	ベトナム社会主義共和国
独立・自由・幸福

                  Dong Nai, ……日……月……年


決定書
職場における民主的規則の公布

…………………………会社の社長
2012年労働法に基づき;

職場における民主的規則の履行に関する労働法の第63条第3項の細則を定める政府の2018年11月7日の149/2018/NĐ-CP号政令に基づき；
…………..会社の定款（規則）に基づき;
…………………..の申請内容を検討した上、
下記を決定する
第1条. 本決定書と同時に……………………………………….会社における「民主的規則」を発行する。
第2条. 本決定書は承認日より適用する。
第3条. 当社社長、労働組合執行委員会、各部署の責任者、工場責任者、労働者団体はこの決定を実行する責任がある。
	発行先:

- 経営者、労働組合執行委員会
-地区労働連盟（報告のため）
- 書類保管

	社長
（署名、押印）



	………………会社
	ベトナム社会主義共和国
独立・自由・幸福



職場における民主規則
(…………会社の…年…月…日付のsố  ……/QĐ-……号の決定書に従い公布する)

第1章
総則
第1条：適用範囲
本規則は法律規定に従い...................................会社における職場の民主規則の実施に関わる雇用主、労働者及び労働者団の代表者の責任、権利を定める。
第2条：適用対象
1. 労働契約により当社で働いている労働者（以下「労働者」をいう）
2. …………会社の取締役会会長、社長（下記「雇用主」をいう。
3. …………会社の労働組合執行委員会（下記「労働組合」をいう）
第3条：職場における民主規則の実施原則
1. 善意、協力、誠実さ、平等、公開、透明である.
2. 雇用主と労働者の法的権利と利益を尊重する。
3. 法律や社会倫理に反しない。 
第4条： 職場における民主規則の実施に関する禁止行為
1. 法律規定を違反する事。
2. 国家安全保障、社会秩序、安全、国家の利益を侵害する事。
3. 雇用主と労働者の法的権利と利益を侵害する事。
4. 対話、苦情への参加者を差別する事。
第2章
職場における民主規則の内容
第5条：雇用主は労働者に公開すべきな内容
1. 任務の実現、生産、経営活動の実施状況（…を含める）。
2. 労働者に関わる内容、規則（…を含める）。
3. 企業の労働協約。
4. 労働者会議の決議。
5. ボーナスと福祉基金および労働者が寄付した基金（ある場合）の設定及び使用。
6. 労働組合費、社会保険、健康保険、失業保険への納入。
7. 労働者に関連するエミュレーション、表彰、規律、苦情の解決の状況。
第6条：公開方式。
(企業は毎年、この規則に含めるために、特定の特性に適した1つ、いくつか、またはすべての公開方式を選択する事ができる。)
1. 企業で掲示する（掲示板、食堂、休憩所など）
2. 労働者会議で発表する。
3. 書面にて労働者全員に通知する。
4. 各部署の責任者に通知する。
5. 書面にて労働組合に通知する。
6. 企業の社内ページに掲載する。
7. 公開の掲示期間（少なくとも…日間連続）
第7条：労働者が意見交換できる項目
1. 労働者の意見を収集する内容
a. 労働者の義務、権利、利益に関連する社内規定、規制、規定文書を作成、修正、補足する。
b. 賃金表、給与テーブル、労働基準の策定、修正、補足、団体交渉コンテンツの提案。
c. コスト削減、労働生産性の改善、労働安全衛生に関するソリューションの提案および実装。
d. 法律で規定されている、従業員の権利と義務に関連するその他の項目。
2. 労働者の意見の収集方法。
a. 労働者に直接に意見を聞く。
b. 労働組合の経由で意見を収集する。
c. 労働者会議の経由で意見を収集する。
d. 労働者の意見を収集するためのアンケート調査を実施し、実施案の文書を配布し労働者の意見を聞く。
e. 労働者の意見を収集するための会議を開催する。
(企業は、企業の特徴及び労働者人数に適した上記から1つ、複数、またはその他の意見収集方法を選択、規則に反映する事ができる)
第8条：労働者が決定できる項目
1. 法律に従い労働契約を締結し、修正し、補足し、終了する。
2. 企業の労働協約に反映するための集団交渉の投票を行う。
3. 労働者会議で投票を行う。
4. 大衆組織や職業団体にに参加するか参加しないか。
5. 法律の規定に従いストライキに参加するか参加しないか。
6. 法律で規定されているその他の項目。
(会社は労働者を強制する行為、法律に従い労働者の決定権を侵害する行為を厳禁する)
第9条：労働者が検査、監督できる項目
1. 労働者が検査、監督できる項目
a. 会社の生産計画の実施状況。
b. 法律規定に従い労働契約および労働者に対する福利厚生の実施状況。
c. 会社の公開すべき規制、規則、規定の実施状況。
d. 会社の労働協約（あれば）、労働者会議の決議、労働組合会議の決議の実施状況。
đ. 報奨基金、福祉基金、同労者が寄付した基金の設定及び使用、労働組合費、社会保険、健康保険、失業保険料の納入状況。
e. エミュレーション、表彰、規律、苦情の解決の実施状況、労働紛争の解決状況、当社の責任の下での従業員の権利と利益に関連する査察官、監督人、および査察官の勧告の実施状況。
g. 会社定款及び法律規定に従うその他項目の実施状況。
2. 労働者の検査、監督方法
a. 労働者は、労働組合の検査および監督機能を通じて監督権利を行使する。
b.  毎年の労働者会議を通じて監督する。
c. 公開、民主的な方法にて監督する。
d. 職場における対話を通じて監督する。
労働者は本規則の第9条だ1項に定められている項目を監督する事ができる（
会社の労働規則に規定されている技術上の秘密、企業秘密の内容は除く）
第10条：企業における対話の実施
職場における対話は、労働者の代表と労働組合と雇用主との間の直接意見交換を通じて行われる。 職場における対話は、少なくとも3か月に1回、またはいずれかの当事者からの要求に応じて行われる。対話の定期実施の時期は、この法令の第9条に規定されている労働会議のタイミングと一致した場合、企業は定期対話を実施する必要はありません。
1. 定期対話の内容
雇用主は労働組合と連携を取り、職場で定期的な対話を行い、次の内容について話し合う。

a. 会社の生産、経営状況。
b. 職場での労働契約、労働協約、社内規則、法令およびその他の約束と合意の実施状況。
c. 職場環境。
d. 雇用主に対する労働者及び労働組合の要請。
đ. 労働者及び労働組合に対する雇用主の要請。
e. 双方が関心を持つその他の内容。
2. 定期対話への参加人数、構成要素
a. 対話に参加する各当事者は、対話に参加する代表メンバーを決定するものとする（各当事者の参加人数は3人以上で11人未満にする必要がある）。
b. 対話に参加するために必要な構成メンバーは次のとおりである。
- 雇用主：雇用主（または書面で委任された人）、人事責任者、会社の主任会計士（雇用主が任命し、対話に参加する参加者の選択について書面で決定される）。
- 労働者団体：労働組合の会長または副会長（リーダー）、労働組合執行委員会のメンバー、一部部署の労働者の代表（労働組合が選任し、対話グループの設立を決定する）。
- 対話会議の秘書：雇用主と労働組合によって選択された対話会議書記は、双方のメンバーではありません。 秘書は、文書を準備し、対話の議事録に対話の内容を真実かつ完全に記録する責任がある。 
雇用主は、会社の関連部門に対話を開催するための必要な施設、場所を手配するよう指示する責任がある。
3. 対話の実施時間
四半期の最後の月の第2週に、3か月に1回、会社で定期的な対話を行う。 予期せぬ出来事（不可抗力）が発生し、対話を開催する時間を変更する必要がある場合、雇用主と労働組合は、対話の実施の延期（変更）を決定し同意する必要がありますが、最初の予定日から15営業日を超えてはなりません。
4. 定期対話の実施プロセス
4.1. 準備作業 
a. 前回の対話が終了してから60日後、労働組合の会長は雇用主に書面で定期対話の実施を要請する。 労働組合と雇用主は、対話要請の内容をまとめ、対話当事者に送信する。
b. 対話の要請を受けた日から7営業日以内に、雇用主と労働組合の会長は、定期対話の内容、時間、場所、参加者について合意しなければならない（対話要請の内容は、意見の収集結果、労働者の推薦、企業の生産・経営状況に基づく。意見の収集は会社の特性及び任数に応じて労働組合会議や労働組合リーダーの経由や労働者から直接に収集するなどの方法により行う。）
c. 内容、時間、場所、定期対話の参加者について合意した日から5営業日以内に、雇用主は対話の開催に関する書面による決定（計画）を発行するものとする。本決定書（計画）にはプログラム、時間、場所、内容、参加者を明記しする必要がある。雇用主は対話に必要な設備を準備する。職場における定期対話の実施の決定は、対話の日付の少なくとも5営業日前に労働組合の会長に配信しなければならない。
d. 雇用主と労働組合の会長は、各当事者の対話に参加するようメンバーに対話に関連する内容と書類の準備を指示する。
4.2. 対話の実施
a. 職場における対話は本規則の第10条2項に従い、各当事者を代表するメンバーの少なくとも3分の2が出席して行われる。各当事者を代表するメンバーが3分の2未満の場合、雇用主は対話を延期することを決定し、当事者は第10条第3項に指定された時間に対話を開催する必要がある。 
b. 対話のプログラム
- 雇用主と労働組合は議長となり、秘書は対話の議事録を記録する。
- 開催の理由、代表者を発表する。
- 前回対話の内容の実施状況、結果を通知する。
- 双方の代表が対話の内容を発表する（今回）。
- 雇用主と労働組合の会長は、各当事者の対話内容の相談、回答を主催する（必要な場合、当事者は合意するためにグループ内で協議を行ってから対話に戻ることができる）。
- 対話内容毎を当事者で合意し、結論を出す。
- 対話の議事録を発表する。対話の議事録は下記の主な内容を含める必要がある。
+対話において両当事者が合意し、労働者に公開し、実施する内容。
+ 両当事者が合意していない対話の内容は、次の対話または労働争議で解決される。
+ 両当事者が合意した対話の内容以外の問題（ある場合）。
対話の間、対話の参加者は、分析、説明、批判、情報供給、データ供給、資料の提供、建設的で連帯・民主・公開・透明の精神での意見交換と議論に責任がある。
4.3. 対話の終了。
- すべての当事者の代表者が議事録の内容に署名し、押印する。 
- 職場における定期対話の議事録は04部に作成し、対話に参加する各当事者は各1部保有し、1部は社内掲示（通知）に使用し、1部は社内で保管する。
- 対話の結果を労働者に公開し、実施する。
5. 当事者の要求に応じた対話（予期しない対話）
a. ある当事者が予期しない対話の開催を要求した場合、対話の要求を受け取った日から10営業日以内に、雇用主は労働組合と協力し対話を開催する責任がある。
b. 人数、参加者、当事者の責任、対話プログラムなどは、通常の定期対話と同じとする。 
第11条：労働者会議の実施
情報を交換し、会社の労働者と雇用主の民主的権利を行使するために労働者と労働組合が参加する雇用主が主催する年次会議である。
1. 開催時間、方式
a. 時間：会社の労働者会議は、少なくとも年に1回、毎年第1四半期に開催される。
b. 開催方式：全体会議（または代議員会議）。 （会議の開催方式は、会社の生産・経営の特性、および企業で働いている従業員の数に応じて、雇用主と労働組合によって決定され、規則に反映される）。 
例：労働者が100人未満の企業が全体会議を開催し、労働者が100人以上の場合、または散在する生産の特性のために、代議員会議を開催する事ができる。
2. 参加メンバー構成
a. 全体会議の参加者は会社の全従業員である。
b. 代議員会議の参加者：雇用主は、労働組合と合意し、数と構成を各部門に割り当てる。 労働組合は、割り当ての数に基づいて、会議に参加する同労者の代表を任命し、会議に出席する召喚状のリストを会社の労働組合に送信する。
c. 常時に代表者：社長、副社長、最高会計士、人事部長、および労働組合の執行委員会。
3. 会議の内容
会社の労働者会議は次の内容に焦点を当て行う。
- 雇用主の生産、経営状況。
- 職場における労働契約、労働協約、社内規則、法令およびその他の約束と合意の実施状況。
- 職場環境。
-雇用主に対する労働者、労働組合の要請（要求）。
- 労働者及び労働組合に対する雇用主の要請（要求）。
- 双方が関心を持つその他の内容。
4. 会議の準備
a. 労働者会議の開催予定時刻の15日前に、会議を準備するためにの会議を招集し、開催する。準備会議に参加するのは社長、労働組合の会長、関連部門の代表者である。

b. 会議の内容は、計画、内容、時間、場所、参加人数、参加者の割り当ての数と構造（代議員会議の場合）、会議の準備と管理の責任分担である。 
c. 責任分担: 
- 雇用主は次のように準備する必要がある：企業の生産、経営状況、労働契約・労働協約の実施、社内規定、規制、労働環境、労働安全衛生の実施状況、従業員の推奨事項の解決結果、 以前の労働者会議決議の決議の実施状況に関るレポート
- 労働組合次のように準備する必要がある：エミュレーション活動、労働組合の活動、従業員の提言や提案をまとめた要約レポート
d. 雇用主と労働組合の会長は、公開内容、会議での意見収集の内容に同意し、会社の規則に反映する。

5. 会議プログラム
会社の労働者会議は、代表の3分の2が招集されたときにのみ開催される。 会議プログラムは次のように行われる。

- 規律（あれば）

- 議長委員会を選定し、議長委員会は会議の秘書を選定する（多数決定による選定）（議長委員会は雇用西及び労働組合の会長である）

- 会議プログラムを発表する。

- 当事者の代表は、以下の文書と報告書を発表する：
　+ 雇用主のレポート（準備した通り）。
+ 労働組合のレポート（準備した通り）。 

- 会議に出席する代表者が提案について話し合い、起案する。

- 雇用主：質問に答え、労働環境を改善し、従業員の生活を改善するための対策について議論する。

- 労働協約の署名、修正、補足（あれば）。

- 表彰を行い、エミュレーション活動をキックオフし、エミュレーション契約への署名を行う。

- 会議の決議案を可決する。
6. 会議の決議の実施を周知、展開、監督。
a. 雇用主は、労働組合と調整し、会社のすべての従業員への労働者会議の決議を周知し、決議の実施を指導し、促進する責任がある。
b. 労働組合の執行委員会は、労働者会議決議の実施の検査と監督を行う責任がある。
c. 雇用主は6か月ごとに労働組合と協力して、労働者会議の決議の実施状況、労働者の要請に実施状況の検査と評価を実施する。 
第12条：会社におけるその他の民主規則の施行方式
1. 主要なリーダーシップ会議またはチームレベルから全体レベルの会議、または部門、生産チーム、経営チームの専門会議などでの情報の提供と交換により行う。
2. 会社の公開しやすい場所で掲示する。
3. 社内の情報システム、インターネット、または書面、出版物、書籍、新聞を通じて、各従業員、部門、生産チームおよび経営チームに情報を提供する。
4. 意見箱を設置する。
第3章
失効条項
第13条：施行責任
1. 従属部門、会社の従業員は、この規則と現行の政府の法的文書に基づいて、職場における民主規則を実施および促進し、産業開発に貢献し、 労働者集団の合法的な権利と利益を確保する。
2. 当社の所属部署の責任者は、同レベルの労働組合と調整し、この規則を実施するために会社の全従業員に周知する責任がある。 実施の過程で、問題が発生した場合、当社の社長及び労働組合の執行委員会は、それに応じて修正および補足することを検討する。
	
	社長
(署名、押印)
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